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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】需要予測に基づいて運用可能であり、集合住宅
等の中規模施設のコジェネレーションシステムに適用可
能なエネルギマネージメント技術を提供する。
【解決手段】コジェネレーションシステムは、制御部３
０を有するガス発電機１１と、貯湯タンク１２と、系統
電力１３を受電する受電装置１４と、ガスボイラ１５と
、電力負荷１６と、熱負荷１７と、記録装置と、システ
ム制御装置２０と、を備える。システム制御装置２０は
、電力需要予測部と、熱需要予測部と、運用計画部と、
指令部と、買電量制限部とを有する。電力需要予測部、
熱需要予測部及び運用計画部は、パーソナルコンピュー
タの演算機能を、指令部は、プログラマブルロジックコ
ントローラ（ＰＬＣ）である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　制御部を有する発電機と、貯湯タンクと、系統電力を含む外部電力を受電する外部電力
受電装置と、システム制御装置と、記録装置と、電力負荷と、熱負荷とを備えるコジェネ
レーションシステムに対するエネルギマネージメント方法であって、
　該システム制御装置は、
　　該記録装置の記録データに基づいて該電力負荷の電力需要を予測する電力需要予測ス
テップと、
　　該記録装置の記録データに基づいて該熱負荷の熱需要を予測する熱需要予測ステップ
と、
　　該電力需要予測および熱需要予測に基づいて、該発電機の稼働／停止に係る運用計画
を作成する運用計画ステップと、
　　該運用計画に基づいて、発電機に稼働／停止を指令する指令ステップと
　を実行し、
　該発電機の制御部は、
　　該稼働／停止指令を受令する受令ステップと、
　　稼働指令を受令すると、該電力負荷の電力需要に基づいて、発電機の出力制御をおこ
なう出力制御ステップと
　を実行する
　ことを特徴とするエネルギマネージメント方法。
【請求項２】
　前記電力需要予測ステップおよび熱需要予測ステップでは、
　　線形解析により第１予測値を得る線形予測ステップと、
　　非線形解析により第２予測値を得る非線形予測ステップと、
　　該記録装置の記録データより、該第１予測値および第２予測値に対応する実測値を得
る実測値取得ステップと、
　　過去の第１予測値と第２予測値と実測値とに基づいて、第１予測値および第２予測値
の重み付けを行う定式化ステップと、
　　対象時刻の第１予測値と第２予測値と該重み付けとに基づいて、第３予測値を得る複
合予測ステップと、
　を実行する
　ことを特徴とする請求項１記載のエネルギマネージメント方法。
【請求項３】
　前記線形予測ステップおよび非線形予測ステップでは、
　　インプットパラメータとして、記録データより同時刻の実測値およびピーク実測値を
用いる
　ことを特徴とする請求項２記載のエネルギマネージメント方法。
【請求項４】
　前記電力需要予測ステップおよび熱需要予測ステップでは、
　　一定期間を複数期間に分割し、各時刻の予測値を求めて需要予測曲線を得る長期予測
ステップと、
　　直近の次時刻の予測値を求める短期予測ステップと、
　　該短期予測ステップの予測値と、対応する該長期予測ステップの予測値とを比較し、
誤差を求める誤差確認ステップと、
　　誤差が閾値以上の場合は、以降の各時刻の予測値を求めて需要予測曲線を修正する需
要予測曲線修正ステップと
　を実行する
　ことを特徴とする請求項１～３いずれか記載のエネルギマネージメント方法。
【請求項５】
　前記システム制御装置は、
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　　系統電力受電の上限量を設定するステップと、
　　系統電力受電が上限量に達する場合、前記運用計画ステップにて発電機停止と判断し
た場合でも、発電機を稼動する系統電力制限ステップ
　を実行する
　ことを特徴とする請求項１～４いずれか記載のエネルギマネージメント方法。
【請求項６】
　制御部を有する発電機と、貯湯タンクと、系統電力を含む外部電力を受電する外部電力
受電装置と、システム制御装置と、記録装置と、電力負荷と、熱負荷とを備えるコジェネ
レーションシステムに対するエネルギマネージメントシステムであって、
　　該システム制御装置は、
　　該記録装置の記録データに基づいて該電力負荷の電力需要を予測する電力需要予測部
と、
　　該記録装置の記録データに基づいて該熱負荷の電力需要を予測する熱需要予測部と、
　　該電力需要予測および熱需要予測に基づいて、該発電機の稼働／停止に係る運用計画
を作成する運用計画部と、
　　該運用計画に基づいて、発電機に稼働／停止を指令する指令部と
　を有し、
　該発電機の制御部は、
　　該稼働／停止指令を受令する受令部と、
　　稼働指令を受令すると、該電力負荷の電力需要に基づいて、発電機の出力制御をおこ
なう出力制御部と
　を有する
　ことを特徴とするエネルギマネージメントシステム。
【請求項７】
　コジェネレーションシステムのシステム制御装置であって、
　　記録データに基づいて電力負荷の電力需要を予測する電力需要予測部と、
　　記録データに基づいて熱負荷の電力需要を予測する熱需要予測部と、
　　該電力需要予測および熱需要予測に基づいて、発電機の稼働／停止に係る運用計画を
作成する運用計画部と、
　　該運用計画に基づいて、発電機に稼働／停止を指令する指令部と
　を有する、
　ことを特徴とするシステム制御装置。
【請求項８】
　電力需要および熱需要を含むエネルギ需要予測方法であって、
　演算装置が、
　　線形解析による第１予測値を得る線形予測ステップと、
　　非線形解析による第２予測値を得る非線形予測ステップと、
　　該記録装置の記録データより、該第１予測値および第２予測値に対応する実測値を得
る実測値取得ステップと、
　　過去の第１予測値と第２予測値と実測値とに基づいて、第１予測値および第２予測値
の重み付けを行う定式化ステップと、
　　対象時刻の第１予測値と第２予測値と該重み付けとに基づいて、第３予測値を得る複
合予測ステップと、
　を実行する
　ことを特徴とするエネルギ需要予測方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コジェネレーションシステムに対するエネルギマネジメント技術に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　エネルギ利用効率の観点および災害時のエネルギ確保という観点から、集合住宅、ホテ
ル、病院、老人ホーム、公共施設、複合商業施設等（本願明細書では、便宜的に中規模施
設という）において、コジェネレーションシステムの導入が検討されている（例えば、特
許文献１）。
【０００３】
　コジェネレーションシステムは、石油やＬＰガス、都市ガス等の燃料を用いて、内燃機
関を作動させ、その動力は発電機の駆動に用いられ、その排熱を熱交換器により顕熱回収
して熱媒或いは水を加熱して、熱とて供給するものである。内燃機関に替えて燃料電池を
用いても良い。
【０００４】
　コジェネレーションシステムでは、電力と熱が同時に発生する。そのため、エネルギ利
用効率の観点から電力需要と熱需要のマッチングが重要である。しかし、電力需要と熱需
要とが一致するとは限らない。すなわち、熱需要の少ないときに発電すると、発生した余
剰熱を蓄熱手段（例えば、貯湯タンク）に蓄熱するが、貯湯タンクの蓄熱量には限界があ
る。また、蓄熱状態での熱損失も考慮する必要がある。一方、電力需要の少ないときは、
熱需要を賄うべく運転すると余剰電力が発生する。電力会社等へ売電できない場合、或い
は、売電すると不経済となる場合もある。
【０００５】
　したがって、事前に最適となる運用計画を検討する必要がある。そのためにも、需要予
測が重要である。
【０００６】
　ところで、広域な電力系統を運用する大手電力事業者は、綿密な電力需要予測を行って
いる（例えば、特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０１０－２２６８５０号公報
【特許文献２】特開２００９－２２５６１３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　大手電力事業者は広域の電力需要者を対象としており、統計データのサンプル数が膨大
であるため、個別の要因の変動を無視でき、精度の良い電力需要予測が可能である。
【０００９】
　これに対し、集合住宅等では、十数～数百の電力需要者を対象としている。各電力需要
者（各家庭）のライフスタイルはバラバラであり、個別の要因の変動に起因する誤差が大
きく、既存の需要予測技術を適用することが難しかった。また、熱需要予測に関しては、
従来技術が少ない。
【００１０】
　その結果、充分高精度な電力需要予測および熱需要予測ができず、最適な運用計画を立
てることが難しい。一方、コジェネレーションシステムは出力制御を行う。運用計画が不
適切であると、出力制御の意義が没却してしまう（効率的なエネルギ利用ができない）。
【００１１】
　なお、家庭用のホームエネルギマネージメントシステム（ＨＥＭＳ）においては、一家
庭の需要変動は集合住宅等に比べて規則性があり、需要予測は容易である。また、需要予
測が外れた場合でも、家庭のエネルギ需要は限定的であり、損害も限定的である。
【００１２】
　これに対し、集合住宅等では、一家庭に比べてエネルギ需要が多く、需要予測が外れた
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場合の損害も大きくなる。
【００１３】
　本発明は上記課題を解決するものであり、需要予測に基づいて運用可能であり、集合住
宅、ホテル、病院、老人ホーム、公共施設、複合商業施設等の中規模施設のコジェネレー
ションシステムに適用可能なおよびエネルギマネージメント技術を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記課題を解決する本発明は、コジェネレーションシステムに適用するエネルギマネー
ジメント方法である。コジェネレーションシステムは、制御部を有する発電機と、貯湯タ
ンクと、系統電力を含む外部電力を受電する外部電力受電装置と、システム制御装置と、
記録装置と、電力負荷と、熱負荷とを備える。
　該システム制御装置は、
　　該記録装置の記録データに基づいて該電力負荷の電力需要を予測する電力需要予測ス
テップと、
　　該記録装置の記録データに基づいて該熱負荷の熱需要を予測する熱需要予測ステップ
と、
　　該電力需要予測および熱需要予測に基づいて、該発電機の稼働／停止に係る運用計画
を作成する運用計画ステップと、
　　該運用計画に基づいて、発電機に稼働／停止を指令する指令ステップと
　を実行する。
　該発電機の制御部は、
　　該稼働／停止指令を受令する受令ステップと、
　　稼働指令を受令すると、該電力負荷の電力需要に基づいて、発電機の出力制御をおこ
なう出力制御ステップと
　を実行する。
【００１５】
　すなわち、システム制御装置は、発電機の稼働／停止のみ判断し、出力制御を行わない
。出力制御に対応可能な需要予測を検討すると、高精度な需要予測が要求される。一方で
、発電機の稼働／停止のみの判断であれば、比較的、高精度な需要予測が要求されない。
したがって、需要予測が適用可能であり、需要予測に基づいて運用可能である。更に、後
述のように需要予測の精度を向上させるとなお良い。
【００１６】
　上記発明において好ましくは、前記電力需要予測ステップおよび熱需要予測ステップで
は、
　　線形解析による第１予測値を得る線形予測ステップと、
　　非線形解析による第２予測値を得る非線形予測ステップと、
　　該記録装置の記録データより、該第１予測値および第２予測値に対応する実測値を得
る実測値取得ステップと、
　　過去の第１予測値と第２予測値と実測値とに基づいて、第１予測値および第２予測値
の重み付けを行う定式化ステップと、
　　対象時刻の第１予測値と第２予測値と該重み付けとに基づいて、第３予測値を得る複
合予測ステップと、
　を実行する。
【００１７】
　これにより、線形予測および非線形予測の長所を維持しながら短所を補うことができる
。すなわち、予測精度を維持しながら、突発的な変動にも対応できる。また、自動的に、
線形解析／非線形解析の適否を判断できる。その結果、需要予測精度が向上し、集合住宅
等の中規模施設にも需要予測を適用できる。
【００１８】
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　上記発明において好ましくは、前記線形予測ステップおよび非線形予測ステップでは、
インプットパラメータとして、記録データより同時刻の実測値およびピーク実測値を用い
る。
【００１９】
　同時刻の実測値との相関により、需要予測曲線の形を近似できる。一方、ピーク実測値
との相関により、需要予測曲線の縦軸方向（需要量）を修正できる。その結果、需要予測
精度が向上する。
【００２０】
　上記発明において好ましくは、前記電力需要予測ステップおよび熱需要予測ステップで
は、
　　一定期間を複数期間に分割し、各時刻の予測値を求めて需要予測曲線を得る長期予測
ステップと、
　　直近の次時刻の予測値を求める短期予測ステップと、
　　該短期予測ステップの予測値と、対応する該長期予測ステップの予測値とを比較し、
誤差を求める誤差確認ステップと、
　　誤差が閾値以上の場合は、以降の各時刻の予測値を求めて需要予測曲線を修正する需
要予測曲線修正ステップと
　を実行する。
【００２１】
　短期予測ステップでは、直近の実測値を反映させることができる。需要予測曲線を修正
することで、需要予測精度が向上する。
【００２２】
　上記発明において好ましくは、該システム制御装置は、
　　系統電力受電の上限量を設定するステップと、
　　系統電力受電が上限量に達する場合、前記運用計画ステップにて発電機停止と判断し
た場合でも、発電機を稼動する系統電力制限ステップ
　を実行する。
【００２３】
　系統電力のピークカットに寄与する。その貢献の対価として、買電基本料金の増額を抑
制でき、結果的にエネルギコスト削減になる。
【００２４】
　上記課題を解決する本発明は、コジェネレーションシステムに適用可能なエネルギマネ
ージメントシステムである。コジェネレーションシステムは、制御部を有する発電機と、
貯湯タンクと、系統電力を含む外部電力を受電する外部電力受電装置と、システム制御装
置と、記録装置と、電力負荷と、熱負荷とを備える。
　該システム制御装置は、
　　該記録装置の記録データに基づいて該電力負荷の電力需要を予測する電力需要予測部
と、
　　該記録装置の記録データに基づいて該熱負荷の電力需要を予測する熱需要予測部と、
　　該電力需要予測および熱需要予測に基づいて、該発電機の稼働／停止に係る運用計画
を作成する運用計画部と、
　　該運用計画に基づいて、発電機に稼働／停止を指令する指令部と
　を有する。
　該発電機の制御部は、
　　該稼働／停止指令を受令する受令部と、
　　稼働指令を受令すると、該電力負荷の電力需要に基づいて、発電機の出力制御をおこ
なう出力制御部と
　を有する。
【００２５】
　上記課題を解決する本発明は、コジェネレーションシステムのシステム制御装置である
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。
【００２６】
　システム制御装置
　　記録データに基づいて電力負荷の電力需要を予測する電力需要予測部と、
　　記録データに基づいて熱負荷の電力需要を予測する熱需要予測部と、
　　該電力需要予測および熱需要予測に基づいて、発電機の稼働／停止に係る運用計画を
作成する運用計画部と、
　　該運用計画に基づいて、発電機に稼働／停止を指令する指令部と
　を有する。
【００２７】
　上記課題を解決する本発明は、電力需要および熱需要を含むエネルギ需要予測方法であ
る。
　演算装置が、
　　線形解析による第１予測値を得る線形予測ステップと、
　　非線形解析による第２予測値を得る非線形予測ステップと、
　　該記録装置の記録データより、該第１予測値および第２予測値に対応する実測値を得
る実測値取得ステップと、
　　過去の第１予測値と第２予測値と実測値とに基づいて、第１予測値および第２予測値
の重み付けを行う定式化ステップと、
　　対象時刻の第１予測値と第２予測値と該重み付けとに基づいて、第３予測値を得る複
合予測ステップと、
　を実行する。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明のコジェネレーションシステムおよび対応するエネルギマネージメントシステム
では、需要予測の適用が可能である。その結果、需要予測に基づいて運用可能である。ま
た、集合住宅、ホテル、病院、老人ホーム、公共施設、複合商業施設等の中規模施設に適
用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】コジェネレーションシステム全体構成図
【図２】エネルギマネージメントシステム構成図
【図３】コジェネレーションシステム全体構成図（変形例）
【図４】エネルギマネージメントフロー
【図５】需要予測フロー
【図６】ニューラルネットワーク概念図
【図７】アンサンブル予測（複合解析）概念図
【図８】エネルギマネージメントシステム運用例
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　～構成～
　本実施形態の構成について説明する。図１は、本実施形態に係るコジェネレーションシ
ステムの全体構成図である。
【００３１】
　本実施形態に係るコジェネレーションシステムは、集合住宅、ホテル、病院、老人ホー
ム、公共施設、複合商業施設等の中規模施設に適用される。本願明細書における中規模施
設とは、電力および熱の両方を必要とする複数（多数）の需要家が共在する施設である。
集合住宅はマンションおよび地域開発された戸建住宅群を含む。各需要家は、お互い連動
することなく、自らの都合に基づき、電力及び熱を消費する。以下、集合住宅への適用例
について説明する。
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【００３２】
　コジェネレーションシステムは、ガス発電機１１と、貯湯タンク１２と、系統電力１３
を受電する受電装置１４と、ガスボイラ１５と、電力負荷１６と、熱負荷１７と、記録装
置１８と、システム制御装置２０と、を備える。
【００３３】
　ガス発電機１１は、石油ガス（ＬＰガス）、都市ガス、を燃料としてエンジンを作動さ
せ、その動力により発電する。そして、エンジンの冷却のためのジャケット排熱や排気ガ
スの排熱を液体の熱媒（クーラント）を通流して熱交換して、その熱媒（たとえば湯）の
熱エネルギを利用する。ガスに替えて石油（灯油等）を燃焼させても良い。ガス発電機に
替えてPEFC方式の燃料電池としても良い。
【００３４】
　ガス発電機１１は１つでも良いが、通常複数のガス発電機が設けられている。ガス発電
機１１は大量生産された市販品を想定している。ガス発電機１１には制御部３０が設けら
れている。
【００３５】
　貯湯タンク１２は、熱エネルギを回収した熱媒を蓄える。断熱材で断熱された液体貯蔵
タンクであって、貯蔵量と温度を計測しつつ、バルブ、ポンプ及び給送管路からなる熱媒
移送手段により集合住宅の各住戸を並列或いは直接に接続して熱媒が流送されるようにな
っており、その後全ての熱媒が集められてガス発電機１１に環流するようになっている。
【００３６】
　なお、還流された熱媒は、エンジンの冷却に用いられる。冷却に不十分な場合は、還流
路に設置された放熱器（図示省略）にて所定の温度以下に熱媒が冷却される。
【００３７】
　熱媒の循環経路において、各住戸に熱交換器が設置されており、熱媒はその全ての熱交
換器を流通している。熱交換器では、集合住宅の給水設備から各住戸に配管された水道管
路が分岐されて、水道の一部が熱交換器を流通して熱媒と熱交換されて加温されるように
なっている。また、各住戸の熱交換器には、各住戸内の暖房又は乾燥端末機の熱源となる
住戸内だけを循環する戸内用熱媒が流通されており、集合住宅を循環する熱媒から熱交換
されて、戸内の温水以外の熱需要に供するための熱源として利用される。
【００３８】
　受電装置１４は、大手電力事業者から系統電力１３を受電する（買電）する。すなわち
、コジェネレーションシステムは、ガス発電機１１と系統電力１３とから電力供給可能で
ある。ガス発電機１１の供給電力が不足する場合や、ガス発電機１１停止の場合は、系統
電力１３を含む外部電力により、電力需要を賄う。
【００３９】
　ガスボイラ１５は、貯湯タンク１２を加熱する。すなわち、コジェネレーションシステ
ムは、ガス発電機１１とガスボイラ１５とから熱供給可能である。ガス発電機１１の供給
熱が不足する場合や、ガス発電機１１停止の場合は、ガスボイラ１５により、熱需要を賄
う。ガスボイラ１５に変えて電気加熱式のボイラを用いても良い。
【００４０】
　電力負荷１６は、各需要家（家庭）に設けられた電化製品や照明器具等である。各需要
家毎に電力需要を検出する検出器が設けられている。
【００４１】
　熱負荷１７は、各需要家（家庭）における給湯、床暖房、風呂の追い焚き、乾燥端末機
等である。各需要家毎に熱需要を検出する検出器が設けられている。
【００４２】
　記録装置１８は、各需要家毎の電力需要および熱需要を記録するとともに、合計値を記
録する。
【００４３】
　本実施形態の特徴的な構成として、システム制御装置２０が付加されている。
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【００４４】
　図２は、システム制御装置２０を中心とするエネルギマネージメントシステムの構成図
である。
【００４５】
　システム制御装置２０は、電力需要予測部２１と、熱需要予測部２２と、運用計画部２
３と、指令部２４と、買電量制限部２５とを有する。具体的には、電力需要予測部２１、
熱需要予測部２２、運用計画部２３は、パーソナルコンピュータの演算機能を、指令部２
４は、プログラマブルロジックコントローラ（ＰＬＣ）を想定する。すなわち、システム
制御装置２０は、パーソナルコンピュータとプログラマブルロジックコントローラとから
なるユニットである。
【００４６】
　電力需要予測部２１は、記録データに基づいて電力負荷１６の電力需要を予測する。電
力負荷１６の需要実測値（記録データ）は、記録装置１８に記録されている。
【００４７】
　熱需要予測部２２は、記録データに基づいて熱負荷１７の熱需要を予測する。熱負荷１
７の需要実測値（記録データ）は、記録装置１８に記録されている。
【００４８】
　運用計画部２３は、電力需要予測部２１による電力需要予測および熱需要予測部２２に
よる熱需要予測に基づいて、一定時間において発電機を稼働すべきか、停止すべきかを判
断する。判断の詳細については後述する。一定時間の判断を所定回数繰り返し、稼働ＯＮ
／ＯＦＦに係る運用計画を作成する。
【００４９】
　運用計画部２３は、ボイラ稼働ＯＮ／ＯＦＦに係る運用計画を作成し、指令部２４は、
運用計画に基づいて、発電機１１に稼働／停止を指令する。
【００５０】
　さらに、指令部２４は、ガスボイラ１５に稼働／停止を指令してもよい。
【００５１】
　買電量制限部２５は、予め買電量の上限を記憶しておき、上限量に達する場合、買電ピ
ークカット信号を指令部２４に通知する。指令部２４は運用計画がＯＦＦである場合でも
、発電機１１に稼働を指令する。
【００５２】
　ガス発電機１１には制御部３０が設けられている。制御部３０は、受令部３１と出力制
御部３２とを有する。
【００５３】
　受令部３１は、指令部２４からの稼働／停止指令を受令する。
【００５４】
　出力制御部３２は、稼働指令を受令すると、電力負荷１６の電力需要に基づいて、発電
機１１の出力制御をおこなう。
【００５５】
　なお、ガス発電機１１は大量生産された市販品を想定している。受令部３１は発電機に
設けられたＬＡＮポート等入出力ポートを想定している。また、ほぼ全ての市販の発電機
は出力制御機能を有している。
【００５６】
　～変形例～
　図１に、コジェネレーションシステム構成の一例を示したが、これに限定されない。図
３に変形例を示す。
【００５７】
　図１では、複数の発電機１１はそれぞれ制御部３０を有していたが、図３のように複数
の発電機１１に対し、１つの制御部３０であってもよい。
【００５８】
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　図１では、システム制御装置２０はボイラ１５にも指令するが、図３のように発電機１
１のみに指令をしても良い。
【００５９】
　図１では、外部電源は系統電力１３のみであったが、図３のように太陽光発電や蓄電池
を付加しても良い。
【００６０】
　上記以外にも、本発明の技術思想の範囲で種々の変形が可能である。
【００６１】
　～制御～
　本実施形態における発電機の運用について説明する。図４は、エネルギマネージメント
フローである。
【００６２】
　システム制御装置２０は、記録データに基づいて電力負荷１６の２４時間の電力需要を
予測する。具体的には、２４時間を４８期間（３０分毎）に分割し、各時刻の予測値を求
める（ステップＳ１）。
【００６３】
　予測値を時系列に整理し、電力需要予測曲線を作成する（ステップＳ２）。長期予測（
２４時間予測）は、毎日定時（例えばＡＭ４時）に行う。需要予測方法の詳細については
後述する。
【００６４】
　同様に、熱負荷１７の２４時間の電力需要を予測し（ステップＳ３）、熱需要予測曲線
を作成する（ステップＳ４）。
【００６５】
　なお、１日単位で最適化を行う場合、２４時間予測は必須となる。
【００６６】
　次いで、買電単価およびガス単価を入力し（ステップＳ５）、２４時間電力需要予測お
よび２４時間熱需要予測に基づいてコストを比較し（ステップＳ６）、発電機１１に稼働
／停止に係る運用計画を作成する（ステップＳ７）。
【００６７】
　運用計画について詳細に説明する。運用計画は下記の目的関数を最適化することで決定
する。(詳細については論文参照）
 
目的関数(k)：

ガス発電機電力出力：

ガス発電機熱出力：

ガスボイラ熱出力：
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熱供給：

貯湯タンク条件(k)：

電力需給制約：

貯湯タンクの温度制約：

ガスエンジン発電機の出力上下限制約：

k=0…K：時刻
FGE：発電機の燃料消費量[m3]
FGB：ガスボイラの燃料消費量[m3] 
Pbuy：系統からの買電量[kWh] 
UGE：発電機起動状況 0：停止，1：起動 
C：蓄熱媒体の比熱[kWh/(kg・℃)] 
ρ：蓄熱媒体の密度[kg/m3]
V：蓄熱槽の容量[m3]
CLPG：ガス単価
Cbuy：買電単価
　発電機運用に関しては各期間のON／OFFの2つの値しか取り得ないことから、この程度の
計算量であれば十分列挙法で解くことができる。
【００６８】
　これにより、２４時間（４８期間×３０分）の運用計画が作成される。
【００６９】
　一方で、各期間ごとに、３０分前の電力需要予測（ステップＳ８）と、３０分前の熱需
要予測（ステップＳ１０）とを行う。需要予測方法については、２４時間予測と同様であ
るが、直近の実測値を反映させることができる（詳細後述）。これにより、予測式を修正
でき、予測値も修正できる。
【００７０】
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　電力需要および熱需要について、３０分前予測の予測値と、対応する２４時間予測の予
測値とを比較し、誤差を求める（ステップＳ９、ステップＳ１１）。
【００７１】
　ステップＳ９およびステップＳ１１において、誤差が閾値（例えば５％）未満の場合、
システム制御装置２０は運用計画に基づいてガス発電機１１に稼働／停止（ＯＮ／ＯＦＦ
）を指令する（ステップＳ１２）。
【００７２】
　ガス発電機１１の制御部３０は、稼働／停止指令を受令し、稼働指令の場合は、電力負
荷１６の電力需要に基づいて、ガス発電機１１の出力制御をおこなう（ステップＳ１３）
。停止指令の場合は、電力負荷１６の電力需要があっても、ガス発電機１１は稼働しない
。電力負荷１６の電力需要は、買電により賄う。
【００７３】
　ステップＳ９またはステップＳ１１において、誤差が閾値以上の場合は、以降の期間の
予測値を求めて需要予測曲線を修正する（ステップＳ１４、ステップＳ１５）。そして、
修正後の需要予測曲線に基づいて、発電機を運用する（Ｓ２→Ｓ４→Ｓ５→Ｓ６→Ｓ７→
Ｓ１２→Ｓ１３）。
【００７４】
　なお、前の期間にて需要予測曲線修正を検討しているため、次の期間にて大きな誤差が
出る可能は低い。ほとんどの場合、誤差が閾値未満であると想定される。つまり、頻繁な
修正はなく、予測精度を維持しながら計算量を削減できる。
【００７５】
　ところで、本実施形態は買電ピークカット機能を有する。買電量が上限に達する場合、
買電ピークカット機能が作動する。ステップＳ７にて発電機停止であっても、発電機を稼
動する（Ｓ１５→Ｓ１２→Ｓ１３）。買電上限量は予め設定されている。
【００７６】
　～需要予測方法～
　本実施形態における需要予測方法について説明する。なお、本実施形態では、電力需要
予測と熱需要予測とを行うが、同様の手法を用いる。
【００７７】
　本実施形態における需要予測方法は、線形解析と非線形解析を併用すること、および、
両者の結果に基づく複合解析（アンサンブル予測）を用いることを特徴とする。線形解析
の一例として重回帰分析を用いる。非線形解析の一例としてニューラルネットを用いる。
【００７８】
　重回帰分析は多変量解析の一つで、回帰分析と基本は同様のものであるが、独立変数の
数が複数になっているところに違いがある。本手法を用いることで、計算しやすく誤差が
少ない予測式を作ることができる。たとえば、重回帰分析を線形モデルを用いて、最小二
乗法により重み係数を算定する。各要素によって作成した連立方程式を掃き出し法を用い
て解く。
【００７９】
　ニューラルネットワークには階層型、相互連結型など様々な種類がある。翌日電力需要
想定のような数値を予測する問題では、ニューラルネットワークの有する任意の非線形連
続関数を近似できる性質を利用することでこれを実現できる。図６は一例として示す階層
型ネットワークの概念図である。階層型ニューラルネットネットワークの基本的な構造は
入力層、中間層、出力層からなり、階層は複数のユニットから構成される。
【００８０】
　予測のためのインプットデータを入力するのが入力層であり、予測値が出力されるのが
出力層である。中間層は入力層データを一旦結合させるために使用するものである。一般
的には中間層の数は入力層の２倍以下の数が良いといわれている。各層同士ではそれぞれ
重みを設定する必要がある。入力層に適当な入力信号を入れ、重みの値によって各層の出
力が決まり、最終的に出力層の出力から予測などを行う。よって重みを如何に決めるかが
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重要である。
【００８１】
　ニューラルネットワークを用いた予測を行うためにはインプットデータを多数入力し学
習を行う必要がある。ここで言う学習とはインプットデータから作成したアウトプットデ
ータと現実の値を比較し、それらの値が近づくように結合荷重を更新していく過程のこと
を指す。
【００８２】
　ニューラルネットワークの学習を行う手法として、バックプロパゲーション法、ランダ
ム探索法等の手法がある。
【００８３】
　線形解析である重回帰分析と非線形解析であるニューラルネットワークにはそれぞれ長
所と短所がある。また、それぞれの予測手法の特性によって季節や曜日などによって予測
精度の高いところや低いところのムラが発生する恐れがある。
【００８４】
　例えば重回帰分析による需要予測であれば適切な要因系データの種類と数があれば、あ
る程度の高精度の予測が可能である。一方、インプットデータに用いてもデータの相関分
析が十分出ない場合、過剰適合（見せかけの予測精度向上がもたらすエラー）や多重共線
性（要素同士の相関関係がもたらすエラー）などが発生しうる。また、いわゆるパーティ
ーなど突発的なエネルギ需要に対応できない。
【００８５】
　ニューラルネットワークでは上記のような相関関係によるエラーは少なくなる。また突
発的なエネルギ需要にも対応できる。一方、学習データによっては予測を大きく外す可能
性がある。
【００８６】
　発明者は、線形解析および非線形解析のそれぞれの長所を維持し、短所を補うことを目
的として、線形解析および非線形解析の結果に基づく複合解析（アンサンブル予測法）を
開発した。
【００８７】
　複合解析に予測値（第３予測値）は、線形解析による第１予測値および非線形解析によ
る第２予測値に重み付けをして足し合わせることにより得られる。それぞれ重み係数は第
１予測値および第２予測値と過去の実測値から得られる（詳細後述）。
【００８８】
　図５は、本実施形態における需要予測フローである。
【００８９】
　記録装置１８には、過去の電力需要および熱需要の実測値が時系列に記録されている。
まず、下記の記録データをインプットデータとして読み込む（ステップＳ２１）。
【００９０】
　・休日フラグ ：0:平日 1:休日
　・入居部屋数
　・前日の同時刻の電力需要実測値／熱需要実測値
　・前週の同時刻の電力需要実測値／熱需要実測値
　・前年の同時刻の電力需要実測値／熱需要実測値
　・前日同時刻の不快指数（温度と湿度をパラメータとする指数）
　・前日同時刻の24時間前までの実測最大値（ピーク値）
　・前日までの同時刻の電力需要実測値／熱需要実測値の28日平均
　・現在の電力需要実測値／熱需要実測値（２４時間予測のみ）
【００９１】
　上記インプットデータに基づき線形解析による第１予測値を求める（ステップＳ２２）
。
【００９２】
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　まず、過去の実測値と対応するインプットデータの関係を１４日×４８区間（３０分毎
）整理し連立方程式を立てる。残差の二乗和を最小とするよう、連立方程式を解くことに
より、重み係数を算定する。これにより、予測式を定式化する。さらに、予測対象時刻に
対応するインプットデータを予測式にあてはめて、予測値を得る。
【００９３】
　上記インプットデータに基づき非線形解析による第２予測値を求める（ステップＳ２３
）。
【００９４】
　まず、過去の実測値と対応するインプットデータの関係を１４日×４８区間（３０分毎
）整理し、ニューラルネットワークの学習を行う。これにより、ニューラルネットワーク
をモデル化する。さらに、予測対象時刻に対応するインプットデータを予測モデルにあて
はめて、予測値を得る。
【００９５】
　次に、複合解析（アンサンブル予測法）を行う。図７は、アンサンブル予測の概念図で
ある。
【００９６】
　１４日×４８区間（３０分毎）、過去の第１予測値および第２予測値と、対応する実測
値を得る（ステップＳ２４）。
【００９７】
　過去の第１予測値と第２予測値と実測値とに基づいて、残差の二乗和を最小とするよう
、連立方程式を解くことにより、重み係数を算定する。これにより、アンサンブル式を定
式化する（ステップＳ２５）。重み付けの方法は限定されず、線形解析に替えて、非線形
解析を用いても良い。
【００９８】
　さらに、予測対象時刻に対応する第１予測値および第２予測値をアンサンブル式にあて
はめて、第３予測値を得る（ステップＳ２６）。
【００９９】
　すなわち、アンサンブル予測法では、過去の実測値と比較することにより、線形解析の
方が精度が良いのか？非線形解析の方が精度が良いのか？を判断し、適宜、精度のよい予
測手法の方を重視する。したがって、極端に予測を外すことがない。
【０１００】
　～動作～
　本実施形態の動作について、本実施形態を十数戸の中小規模マンションに適用した場合
を例に説明する。
【０１０１】
　一年を通して、エネルギ需要は朝方と夕方から夜にかけて発生する傾向にある。特に夕
方から夜の間は、家族がそろって家庭内で生活するため、エネルギ需要が集中する。
【０１０２】
　一方、夏季と冬季とではエネルギ需要特性が異なる。本実施形態のコジェネレーション
システムおよびエネルギマネージメントシステムは、エネルギ需要特性に対応するように
動作する。
【０１０３】
　図８Ａは、冬季のエネルギ需要特性と運用例を示し、図８Ｂは、夏季のエネルギ需要特
性と運用例を示す。
【０１０４】
　冬季では、床暖房や給湯を利用するため、熱需要が多い。したがって、電力需要に対応
するように発電機が稼働しても、排熱を有効利用できる。言い換えると、電力需要と熱需
要とがマッチングしているため、エネルギ利用効率のよい運用が可能である。
【０１０５】
　発電機が稼働するため、買電量を削減することができる。熱需要が超過する場合は、ガ
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スボイラ稼働により対応する。
【０１０６】
　夏季では、追い焚き負荷程度しか熱需要がない一方、冷房による電力需要が多い。電力
需要と熱需要とがミスマッチしているため、発電機停止とする運用をしている。
【０１０７】
　ところで、中小規模マンションで電力需要が急増する時、他でも電力需要が急増する可
能性が高い。広域電力系統において電力需要が集中すると大規模停電が発生するおそれが
ある。本実施形態は買電ピークカット機能を有し、電力需要と熱需要とのミスマッチが生
じる場合でも発電機が稼働し、大規模停電発生防止に寄与する。
【０１０８】
　また、中小規模マンション等の中規模施設と大手電力事業者との契約では、年間におけ
る最大使用電力（最大値）を基準として基本料金が決定される。１回でも突出した最大値
を記録すると、翌年の基本料金が増加する。電力需要と熱需要とのミスマッチが生じる場
合に発電機が稼働すると、一見不経済に見えるが、買電ピークカット機能が作動すること
により、翌年の基本料金増加を防止し、結果的にエネルギコスト削減となる。
【０１０９】
　また、電力需要と熱需要とのミスマッチが生じる場合でも、ガス単価が安い場合には、
発電機が稼働する。相対的にエネルギコスト削減となる。
【０１１０】
　～効果～
　本実施形態の効果について、各構成毎に説明する。
【０１１１】
　・システム制御装置
　従来技術における発電機も制御部を有し、出力制御を行っている。しかし、出力制御に
対応可能な需要予測を検討すると、高精度な需要予測が必要となる。これが、コジェネレ
ーションシステムおよびエネルギマネージメントシステムに需要予測技術を適用すること
が難しい一因となっていた。一方で、中小規模マンション等の中規模施設では、個別要因
の変動に起因して、高精度な需要予測は難しい。
【０１１２】
　本実施形態のシステム制御装置は、発電機の稼働／停止（ＯＮ／ＯＦＦ）のみを判断す
る。すなわち、出力制御に対応可能な需要予測ほどの高精度な需要予測は要求されない。
その結果、コジェネレーションシステムおよびエネルギマネージメントシステムに需要予
測技術を適用することが可能となる。
【０１１３】
　一方、発電機は制御部を有し、出力制御を行う。発電機は大量生産された市販品を想定
している。すなわち、発電機の制御部は信頼性が高い。上位の判断（発電機ＯＮ／ＯＦＦ
）についてはシステム制御装置がおこなうが、下位の判断（出力制御）については発電機
が行う。これにより、エネルギ利用の高効率を担保している。
【０１１４】
　本実施形態は、既存のコジェネレーションシステムおよびエネルギマネージメントシス
テムにシステム制御装置を付加したものである。具体的には、パーソナルコンピュータと
ＰＣＬと記録装置を発電機およびエネルギ負荷検出器に接続したものである。すなわち既
設の中規模施設に適用できる。
【０１１５】
　また、本実施形態は、市販の発電機と簡易なシステム制御装置の組み合わせであり、新
設の中規模施設に適用する場合でも、導入コストが低い。
【０１１６】
　さらに、何らかの理由によりシステム制御装置が故障した場合でも、発電機の制御部は
自律的に作動する。すなわち、システム全体が破綻することがなく、運用を継続でき、信
頼性が高い。
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【０１１７】
　・アンサンブル予測（複合解析）
　線形解析による予測は、精度が担保されている一方で、突発的な変動に対応できない。
非線形解析による予測は、突発的な変動に対応に対応可能であるが、大ハズレのおそれが
残る。アンサンブル予測は、予測精度を維持しながら、突発的な変動にも対応できる。
【０１１８】
　また、季節や時間帯により、線形解析が適していたり、非線形解析が適していたりする
が、その適否判断は難しい。アンサンブル予測は、実測値と照らし合わせて過去の予測精
度を検証することで、自動的に、線形解析／非線形解析の適否を判断できる。
【０１１９】
　以上のように需要予測精度が向上する。その結果、集合住宅等の中規模施設にも需要予
測を適用できる。
【０１２０】
　・インプットデータに「最大値（ピーク値）」を含むこと
　前日・前週・前年・２８日平均の同時刻実測値および前日同時刻の不快指数をインプッ
トデータとすることにより、需要曲線の形に関してはこれらのデータの相関関係から特定
することができる一方、曲線の形はそのままに需要量が高低してしまうことがあった。こ
れは需要予測の対象が集合住宅であるためで、家電など機器の仕様傾向の変化や増設等に
起因する。
【０１２１】
　本願発明者は、需要量（縦軸）は、前日ピーク値と相関関係が高いことを見出した。イ
ンプットデータに「最大値（ピーク値）」を含むことにより、需要曲線を縦軸方向に修正
できる。すなわち、家電機器などの増設や機器の仕様傾向の変化に対応することができる
。縦軸方向修正により需要予測精度が向上する。
【０１２２】
　なお、ピーク値はインプットデータの一つとして扱われるため、需要曲線の形の特定と
縦軸方向（量方向）の修正は、同時に行われる。
【０１２３】
　・長期予測と短期予測
　長期予測（２４時間予測）を行うことにより、１日単位で最適化できる。短期予測では
、直近の実測値を反映させることにより、予測式を修正でき、予測値も修正できる。本実
施形態では下記の２点において修正をしている。
【０１２４】
　まず、線形解析による第１予測値を求めるステップおよび非線形解析による第２予測値
を求めるステップにおいて、直近の実測値を反映させて修正する。すなわち、アンサンブ
ル予測の元データ（需要予測曲線）を修正する。
【０１２５】
　さらに、複合解析による第３予測値を求めるステップにおいて、直近の実測値を反映さ
せて修正する。すなわち、直近における線形解析／非線形解析の適否を修正する。
【０１２６】
　短期予測による２つの修正により、需要予測精度が向上する。
【０１２７】
　・まとめ
　システム制御装置は発電機のＯＮ／ＯＦＦのみを判断する（出力制御をしない）。すな
わち、出力制御に対応可能な需要予測ほどの高精度な需要予測は要求されない。その結果
、コジェネレーションシステムおよびエネルギマネージメントシステムに需要予測技術を
適用することが可能となる。
【０１２８】
　アンサンブル予測、前日最大値による縦軸方向修正、短期予測による修正により、需要
予測精度が向上する。その結果、集合住宅等の中規模施設にも需要予測を適用できる。
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【０１２９】
　精度のよい需要予測に基づいてシステム運用するため、エネルギ利用効率のよい運用が
可能である。発明者の試算では、システム制御装置によるマネジメントがない時に比べて
、年間のエネルギコストを２割削減可能となる。
【符号の説明】
【０１３０】
　１１　ガス発電機
　１２　貯湯タンク
　１３　系統電力
　１４　受電装置
　１５　ガスボイラ
　１６　電力負荷
　１７　熱負荷
　１８　記録装置
　２０　システム制御装置
　２１　電力需要予測部
　２２　熱需要予測部
　２３　運用計画部
　２４　指令部
　２５　買電量制限部
　３０　制御部
　３１　受令部
　３２　出力制御部
 

【図１】 【図２】
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